
　

菅
政
権
は
6
月
30
日「
社
会
保
障
と
税

の
一
体
改
革
案
」を
ま
と
め
た
が
、消
費
税

引
き
上
げ
に
対
す
る
与
党
内
の
反
発
で
閣

議
報
告
に
と
ど
め
ら
れ
た
。そ
れ
で
も
医

療
・
介
護
な
ど
の
先
行
き
を
示
す
デ
ッ
サ

ン
は
描
か
れ
、次
の
政
権
も
、こ
の
是
非
と

可
否
を
論
議
す
る
こ
と
に
な
る
。

病
院
・
施
設
頼
み
か
ら
の
脱
却

　

社
会
保
障
諸
制
度
と
租
税
全
般
に
渡
る

改
革
案
だ
が
、医
療
・
介
護
分
野
で
み
る
と
、

「
サ
ー
ビ
ス
提
供
体
制
の
効
率
化
・
重
点
化

と
機
能
強
化
」が
キ
ー
ワ
ー
ド
に
さ
れ
た
。

　

典
型
例
は
病
院
・
病
床
機
能
の
分
化
と

連
携
で
あ
る
。

　
「
急
性
期
医
療
へ
の
医
療
資
源
の
集
中

投
入
」を
掲
げ
、一
般
病
床
を
再
編
成
し
、

「
高
度
急
性
期
病
床
」は
ス
タ
ッ
フ
を
倍
増
、

「
一
般
急
性
期
病
床
」は
同
6
割
増
、「
亜

急
性
期
病
床
」等
も
同
3
割
増
で
入
院
期

間
の
大
幅
短
縮
を
目
指
す
。同
時
に
人
口

1
万
人
未
満
の
自
治
体
に「
地
域
一
般
病

床
」を
配
置
し
て
い
く（
表
参
照
）。　

　

こ
の
役
割
分
担
と
連
携
で
、1
0
7
万

床
か
ら
2
0
2
5
年
度
で
1
2
9
万
床
と

見
込
ま
れ
る
一
般
病
床
を
1
0
3
万
床
程

度
に
押
さ
え
込
む
。

　

集
中
的
な
治
療
と
早
期
退
院
に
伴
い
受

け
入
れ
体
制
の
整
備
が
不
可
欠
に
な
る
。

こ
の
た
め
在
宅
療
養
等
の
患
者
は
現
在
の

1
日
17
万
人
か
ら
2
0
2
5
年
度
に
は
同

29
万
人
と
見
込
む
。介
護
サ
ー
ビ
ス
の「
小

規
模
多
機
能
型
」（
訪
問
介
護
・
通
所
介
護
・

一
時
宿
泊
の
一
体
的
提
供
）と「
グ
ル
ー
プ

ホ
ー
ム
」（
認
知
証
対
応
）も
、利
用
者
1
日

計
21
万
人
か
ら
同
77
万
人
な
ど
在
宅
介
護

体
制
を
飛
躍
的
に
強
化
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

　

福
田
政
権
が
設
け
た「
社
会
保
障
国
民

会
議
」に
よ
る
提
案
と
同
様
の
近
未
来
図

で
、病
院
頼
み
・
施
設
頼
み
か
ら
の
脱
却
は

政
権
の
枠
を
超
え
た
課
題
で
あ
る
こ
と
を

改
め
て
裏
付
け
た
。

　　

変
形「
保
険
免
責
制
度
」の
是
非

　

一
体
改
革
案
は
、医
療
・
介
護
の
分
野
で

も
近
年
の
改
革
諸
案
を“
棚
卸
し
”の
格
好

で
山
積
み
に
し
た
。

　

目
新
し
い
の
は「
受
診
時
定
額
負
担
」の

導
入
で
あ
る
。た
と
え
ば
初
診
や
再
診
時

に
一
律
1
0
0
円
を
外
来
患
者
に
負
担
さ

せ
る
と
、ざ
っ
と
年
間
1
3
0
0
億
円
の

増
収
に
な
り
、こ
れ
を「
高
額
療
養
費（
支

給
）制
度
」の
自
己（
窓
口
）負
担
軽
減
に
使

う
、と
い
う
。

■
社
会
保
障
・
税
の
一
体
改
革

宮
武 

剛 

の  

社
会
保
障  

言 

論

医
療・介
護
の
進
路
は

	

明
確
な
の
だ
が
～

医
療・介
護
の
進
路
は

	

明
確
な
の
だ
が
～



■
宮
武  

剛
（
み
や
た
け
・
ご
う
）

早
稲
田
大
学
政
経
学
部
卒
。毎
日
新
聞
社
・
論
説
副
委
員
長
、埼
玉
県

立
大
学
教
授
を
経
て
、 

現
在
、目
白
大
学
教
授
。

近
刊
に『
現
代
の
社
会
福
祉
　
1
0
0
の
論
点
』（
監
修
・
共
著
、全
国

社
会
福
祉
協
議
会
刊
）。

　

た
し
か
に
医
療
の
高
度
化
や
自
己
負
担

率
の
引
き
上
げ
に
伴
い
同
制
度
の
支
給
額

は
98
年
度
の
約
8
0
0
0
億
円
か
ら
08
年

度
で
1
・
7
兆
円
に
倍
増
し
、減
額
さ
れ
た

負
担
で
も
支
払
い
が
難
し
い
患
者
数
の
広

が
り
を
示
す
。

　

し
か
し
、自
己
負
担
の
本
来
の
趣
旨
は

①
医
療
費
を
多
く
使
う
人
と
あ
ま
り
使
わ

な
い
人
と
の
公
平
性
を
図
る
②
無
駄
な
医

療
費
を
使
わ
な
い
動
機
付
け
、で
あ
る
。と

こ
ろ
が
、近
年
は
財
政
対
策
に
活
用
さ
れ
、

小
学
校
就
学
後
～
70
歳
未
満
に
3
割
負
担

を
導
入
し
た
際
、「
引
き
上
げ
は
限
界
」と

国
会
で
附
帯
決
議
さ
れ
た
。

　

今
回
の
提
案
で
は
、医
療
費
1
0
0
0

円
の
場
合
、1
0
0
円
は
い
わ
ば“
入
場

料
”、9
0
0
円
の
3
割
分
2
7
0
円
と
合

わ
せ
計
3
7
0
円
を
払
い
実
質
的
に
ほ
ぼ

4
割
負
担
に
な
る
。

　

い
っ
た
い
、皮
算
用
ど
お
り
の
受
診
抑

制
効
果
が
あ
る
の
か
。次
第
に
保
険
免
責

額
が
引
き
上
げ
ら
れ
な
い
か
。む
し
ろ
75

歳
以
上
対
象
の
高
齢
者
医
療
制
度
の
保
険

料
減
免（
最
低
は
月
額
保
険
料
3
5
0
円
）

か
ら
見
直
す
べ
き
で
は
な
い
か
。外
来
に

比
べ
入
院
時
の
自
己
負
担
は
現
在
で
も
高

額
療
養
費
で
相
対
的
に
低
く
、こ
の
バ
ラ

ン
ス
も
考
え
な
い
と
、在
宅
療
養
推
進
の

方
針
と
矛
盾
し
な
い
か
。い
さ
さ
か
安
易

に
す
ぎ
る
提
案
だ
。

　
社
会
保
険
の
適
用
拡
大
と
い
う
難
問

　

短
時
間
労
働
者
に
対
す
る
被
用
者
保
険

の
適
用
拡
大
も
提
示
さ
れ
た
。

　

パ
ー
ト
タ
イ
マ
ー
ら
の
適
用
条
件
を
現

在
の
週
30
時
間
以
上
勤
務（
お
お
む
ね
正

規
労
働
者
の
4
分
の
3
）か
ら
雇
用
保
険

と
同
じ
20
時
間
以
上
に
す
れ
ば
、対
象
者

は
約
4
0
0
万
人
と
概
算
さ
れ
る
。

　

し
か
し
、彼
ら
の
医
療
保
険
、厚
生
年
金
、

介
護
保
険（
40
歳
以
上
対
象
）へ
の
加
入
で
、

そ
の
保
険
料
の
半
額
負
担
を
迫
ら
れ
る
コ

ン
ビ
ニ
、ス
ー
パ
ー
、チ
ェ
ー
ン
ス
ト
ア
、飲

食
業
界
等
の
反
発
を
い
か
に
乗
り
越
え
る
か
。

　

安
倍
政
権
に
よ
る
同
様
の
適
用
拡
大
法

案
も
、こ
れ
ら
業
界
の
抵
抗
で「
従
業
員

3
0
0
人
以
下
の
中
小
零
細
」は
猶
予
さ

れ
、対
象
は
約
10
～
20
万
人
と
骨
抜
き
の

う
え
廃
案
に
な
っ
た
。

　

短
時
間
労
働
者
ら
が
公
費
補
助
の
高

い
市
町
村
国
保
等
か
ら
被
用
者
保
険
へ

移
る
こ
と
で「
完
全
実
施
の
場
合
、公
費

1
6
0
0
億
円
減
」と
弾
く
の
は
、ま
だ
絵

に
描
い
た
餅
だ
。

　

医
療
・
介
護
分
野
で
は
、「
充
実
」に
よ
る

費
用
増
加
と「
重
点
化
・
効
率
化
」に
よ
る

節
減
を
差
し
引
き
2
0
2
5
年
度
で
公
費

は
最
大
2
・
3
兆
円
程
度
の
増
加
と
見
込

ま
れ
た
。ち
ょ
う
ど
消
費
税
率
1
％
相
当

に
あ
た
る
が
、そ
の
財
源
確
保
策
さ
え
政

府
・
与
党
内
で
合
意
を
得
ら
れ
な
い
政
権

末
期
の
混
迷
状
態
に
あ
る
。

表　一般病床（必要ベッド数）の再編成

2011 年度

一般病床
107 万床

平均入院期間
19 ～ 20日

程度

2025年度

現状投影

一般病床
129 万床

平均入院期間
19 ～ 20日 
　　　 程度

改革（地域一般病床の創設）
　

 高度急性期 18 万床
15 ～ 16日程度

 一般急性期 35 万床
　　　　　　　　9日程度

 亜急性期・ 26 万床
 回復期リハビリ 60 日程度

 地域一般病床 24 万床
19 ～ 20日程度

※一体改革案の参考資料を基に作成・長期療養病床（慢性期）、
精神病床、介護サービス等は省略

51 健康保険■ 2011.8


